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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は含まれていない。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第68期中までは、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため、第68期以降は、潜在株式が存在しないため記載していない。 

回次 第68期中 第69期中 第70期中 第68期 第69期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 64,581 71,170 72,499 146,819 160,896 

経常利益（百万円） 4,426 6,759 5,466 13,938 16,725 

中間（当期）純利益 

（百万円） 
2,414 3,834 2,855 8,444 9,383 

純資産額（百万円） 123,862 131,210 138,678 128,676 136,366 

総資産額（百万円） 169,023 181,653 192,297 183,620 192,428 

１株当たり純資産額（円） 963.27 1,019.97 1,078.09 999.63 1,058.90 

１株当たり中間（当期） 

純利益金額（円） 
18.77 29.82 22.20 64.57 71.76 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 73.3 72.2 72.1 70.1 70.9 

営業活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
1,794 9,172 8,242 5,574 8,297 

投資活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
△573 △1,820 △7,725 △146 △10,669 

財務活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
△1,039 △1,050 △1,221 △1,720 △2,422 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（百万円） 
31,796 41,437 30,046 35,137 30,365 

従業員数（人） 

  （外、臨時雇用者数） 

3,450 

  

3,493 

  

3,725 

(928) 

3,383 

  

3,382 

  



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれていない。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第68期中までは、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため、第68期以降は、潜在株式が存在しないため記載していない。 

回次 第68期中 第69期中 第70期中 第68期 第69期 

会計期間 

自平成15年 
 ４月１日 
至平成15年 
 ９月30日 

自平成16年 
 ４月１日 
至平成16年 
 ９月30日 

自平成17年 
 ４月１日 
至平成17年 
 ９月30日 

自平成15年 
 ４月１日 
至平成16年 
 ３月31日 

自平成16年 
 ４月１日 
至平成17年 
 ３月31日 

売上高（百万円） 48,026 50,952 49,903 112,206 119,175 

経常利益（百万円） 3,002 4,590 3,350 10,503 12,193 

中間（当期）純利益 

（百万円） 
1,753 2,760 1,933 6,768 7,369 

資本金（百万円） 13,450 13,450 13,450 13,450 13,450 

発行済株式総数（千株） 132,800 132,800 132,800 132,800 132,800 

純資産額（百万円） 112,860 118,457 123,858 116,987 122,590 

総資産額（百万円） 151,609 160,638 166,147 165,256 169,355 

１株当たり純資産額（円） 877.72 920.83 962.88 909.23 952.33 

１株当たり中間（当期） 

純利益金額（円） 
13.64 21.46 15.03 52.05 56.63 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり中間（年間） 

配当額（円） 
8.00 9.00 11.00 16.00 18.00 

自己資本比率（％） 74.4 73.7 74.5 70.8 72.4 

従業員数（人） 

  （外、臨時雇用者数） 

1,695 

  

1,644 

 

1,604 

(368) 

1,655 

  

1,600 

(164) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はない。また、主要な関係会社における異動もない。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、（ ）内は臨時雇用者数で外数である。 

            従業員数が前連結会計年度末と比べ343名増加したのは、主に連結子会社が４社増加したことによる。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものである。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、（ ）内は臨時雇用者数で外数である。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はない。 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

水処理薬品事業 1,281 (338) 

水処理装置事業 2,274 (552) 

全社（共通） 170 (38) 

合計 3,725 (928) 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 1,604 （368） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）をとりまく市場環境は、民需市場については、電子産業

分野において液晶・プラズマテレビなどの好調な需要を背景に国内の設備投資は堅調に推移しているが、海外では

台湾・韓国などの一部の顧客で大型設備投資に一服感が窺える。また、一般水処理分野では、鉄鋼、石油、化学な

どの素材産業、自動車産業を中心に工場の操業度が上向くとともに、設備投資も堅調に推移している。一方、官公

需市場については、公共事業の予算縮小、市町村合併などの影響を受け、大変厳しい状況が続いている。 

 このような状況のもとで、当社グループ全体の受注高は、90,407百万円(前年同期比6.8％増)、売上高は72,499

百万円（前年同期比1.9％増）となった。利益については、営業利益は4,807百万円（前年同期比25.3％減）、経常

利益は5,466百万円（前年同期比19.1％減）、中間純利益は2,855百万円（前年同期比25.5％減）となった。 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりである。 

（水処理薬品事業） 

 当事業における当社グループは、顧客密着体制を強化するとともに顧客のコスト低減・生産性向上などの提案営

業の推進、主力商品の拡販強化、水処理管理の一括請負契約の促進など、種々の施策のもと受注確保に努めた。ま

た、原材料の高騰をはじめとするコスト増加への対応として、付加価値および収益性の高い商品への転換、物流コ

ストの削減などに取組み、収益性の確保に努めた。 

 受注高は、前年同期に比べ、主力商品ではボイラ薬品、冷却水薬品が横ばい、排水処理薬品は増加した。その他

の商品では、紙・パルプ産業向けプロセス薬品、石油精製・石油化学産業向けプロセス薬品などが揃って増加し、

廃棄物焼却飛灰に含まれる重金属固定剤は減少、水処理管理の一括請負事業などは横ばいとなった。 

 この結果、当社グループの水処理薬品事業全体の受注高は27,213百万円（前年同期比3.7％増)、売上高は26,521

百万円（前年同期比7.1％増)、営業利益は4,008百万円（前年同期比1.4％増)となった。 

（水処理装置事業） 

 当事業における民需市場については、当社グループは生産性向上・環境負荷低減などの顧客の課題を解決するソ

リューション事業の拡大、超純水供給事業の拡大、重点顧客への営業強化などを推進し受注の確保に注力した。ま

た、品質向上、生産性向上をはじめとするコスト削減に取組み、収益性の確保に努めた。 

 受注高は、前年同期に比べ、主力商品である電子産業分野向けの超純水製造装置（超純水供給事業を含む）は、

国内で横ばい、海外で減少となったが、同装置の国内外のメンテナンス・サービスおよび半導体・液晶製造装置の

精密洗浄事業はともに増加した。一般水処理分野では、鉄鋼、食品産業向けの水処理装置が増加し、石油、化学産

業向け水処理装置は横ばい、自動車産業向け、医薬産業向けの水処理装置は減少した。同分野向けのメンテナン

ス・サービスは増加した。また、土壌浄化事業は土地取引の堅調な需要を受け増加した。 

 一方、官公需市場については、当社グループは地域密着型の営業体制を敷くとともに、グループ各社との連携を

強化し、受注の確保に注力した。受注高は、低調な公共投資の影響を受け、汚泥再生処理センター市場、下水道市

場ともに前年同期に比べ減少した。 

 これらの結果、当社グループの水処理装置事業全体の受注高は63,194百万円（前年同期比8.2%増）、売上高は

45,978百万円（前年同期比0.9%減）、営業利益は800百万円（前年同期比67.9%減）となった。 



(2)キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による8,242百万円の

資金収入に対し、投資活動による資金支出がほぼ同額の7,725百万円であったこと等から、前中間連結会計期間末

に比べ11,391百万円減少（前年同期比27.5％減）し、当中間連結会計期間末には30,046百万円となった。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりである。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は8,242百万円（前年同期比10.1％減）となった。これは主に税金等調整前中間純

利益5,254百万円、売上債権の減少10,603百万円等の収入に対し、たな卸資産の増加3,660百万円、法人税等の支払

3,723百万円等の支出があったことによるものである。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は7,725百万円（前年同期比324.5％増）となった。これは主に有形固定資産及び投

資有価証券の取得支出によるものである。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は1,221百万円（前年同期比16.3％増）となった。これは主に配当金の支払による

ものである。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去している。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去している。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去している。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日  
  至 平成17年９月30日）  

前年同期比（％） 

水処理薬品事業（百万円） 26,000 104.8 

水処理装置事業（百万円） 49,410 98.0 

合計（百万円） 75,411 100.2 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

水処理薬品事業 27,213 103.7 4,944 116.2 

水処理装置事業 63,194 108.2 62,683 129.2 

合計 90,407 106.8 67,628 128.2 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日  
  至 平成17年９月30日）  

前年同期比（％） 

水処理薬品事業（百万円） 26,521 107.1 

水処理装置事業（百万円） 45,978 99.1 

合計（百万円） 72,499 101.9 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更はな

い。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はない。 

５【研究開発活動】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、創業以来、産業の基盤を支えるユーティリティの水処理や社会の基盤を

支える環境保全の水処理を通して、生産性や品質の向上、環境保全に貢献してきた。 

 今後も、永年培ってきた“水”の技術にさらに磨きをかけるとともに、２１世紀ビジョン「水と環境の先進的マネ

ジメント企業」の実現に向けて、環境保全技術や産業と社会のニーズに幅広く対応する技術の研究開発に積極的に取

り組んでいく。 

 本年10月、旧事業開発センターに開発施設を2棟新設し、旧技術開発センターの機能を移転・統合して、研究開

発、事業開発の拠点「クリタ開発センター」を開設した。人材・設備の集約により「水と環境」に関する新技術・新

商品・新事業開発のスピードアップを図り、多様化する顧客のニーズに応えていく。  

 研究開発は、主に当社の研究開発本部及び各事業本部の技術開発部門により推進されており、研究開発スタッフは

グループ全体で約180名にのぼり、これは総従業員数の4.8％に当たる。当中間連結会計期間の研究開発費の総額は

2,107百万円（売上比2.9％）である。 

 当中間連結会計期間における各セグメント別の研究開発概要及び研究開発費は次のとおりである。 

（１）水処理薬品事業 

 顧客の省エネルギー・省コスト・省資源に貢献する水処理薬品の開発を継続するとともに、環境にやさしい新

素材や物理的な水処理方法の開発など、水処理の環境負荷を低減する開発を実施している。また、水処理管理の

一括請負契約等のメンテナンス・サービスに寄与するシステム技術の開発を行っている。 

 当中間連結会計期間における主な成果は次のとおりである 

 ・特殊無機素材による排水中のＣＯＤ除去剤を開発した。 

 なお、当事業に係る研究開発費は766百万円である。 

（２）水処理装置事業 

 環境規制を先取りした環境保全技術の研究開発を継続するとともに、排水回収・再利用技術、汚泥減量技術な

どの循環型社会に対応する研究開発を実施している。また、開発装置のコンパクト化、レディメイド化や、規格

型商品開発を推進している。 

 当中間連結会計期間における主な成果は次のとおりである 

 ・膜式浄水処理向けに凝集剤最適薬注制御システムを開発した。 

 なお、当事業に係る研究開発費は1,341百万円である。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 水処理装置事業における超純水供給事業用設備拡充等に伴い、前連結会計年度末に計画した当連結会計年度の設備

投資計画について、総額約142億円から約175億円に増額修正している。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注）「株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式を減ずる」旨定款に定めている。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 531,000,000 

計 531,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
(平成17年９月30日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成17年12月20日) 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

 普通株式 132,800,256  同左 

 東京証券取引所 

 市場第一部 

 大阪証券取引所 

 市場第一部 

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式 

計 132,800,256  同左 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成17年4月1日～  

平成17年9月30日 
－ 132,800,256 － 13,450 － 11,409 



(4）【大株主の状況】 

（注）１．上記のほか、自社株式が4,166千株ある。 

２．モルガン信託銀行株式会社、ジェー・ピー・モルガン・インベストメント・マネージメント・インク、ジ

ェー・ピー・モルガン・ホワイトフライヤーズ・インク、ジェー・ピー・モルガン・アセット・マネジメン

ト（ユーケー）リミテッド、ジェー・ピー・モルガン・セキュリティーズ・リミテッドから平成17年10月13

日付で提出された大量保有状況の変更報告書により、また、モルガン・スタンレー・ジャパン・リミテッ

ド、モルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・インコーポレーテッド、モルガン・スタンレー・アン

ド・カンパニー・インターナショナル・リミテッド、エムエスディーダブリュ・エクイティ－・ファイナン

ス・サービセズⅠ（ケイマン）・リミテッド、モルガン・スタンレー・キャピタル（ルクセンブルグ）エ

ス・エー、エムエスディーダブリュ・エクイティ－・ファイナンシング・サービセズ（ルクス）エス・エ

ー・アール・エル、モルガン・スタンレー・インベストメント・マネジメント・リミテッド、モルガン・ス

タンレー・アセット・マネジメント投信株式会社、モルガン・スタンレー・インベストメント・マネジメン

ト・インク、モルガン・スタンレー・インベストメント・アドバイザーズ・インクから平成17年10月11日付

で提出された大量保有状況の変更報告書により、同日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の

報告を受けているが、当社としては当中間会計期間末時点における所有株式数を確認できないので、上記大

株主の状況には含めていない。 

     なお、大量保有状況の変更報告書による当社株式の所有内容は以下のとおりである。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

伊藤忠商事株式会社  東京都港区北青山二丁目５－１  10,268 7.73 

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社（信託

口） 

東京都中央区晴海一丁目８－11 10,056 7.57 

日本生命保険相互会社  東京都千代田区丸の内一丁目６－６ 7,284 5.48 

東京海上日動火災保険株式

会社 
 東京都千代田区丸の内一丁目２－１ 4,311 3.24 

ノーザン  トラスト  カン

パニー （エイブイエフシ

ー） サブ  アカウント 

アメリカン  クライアント

（常任代理人  香港上海銀

行東京支店） 

英国ロンドン市50バンクストリート 

 （東京都中央区日本橋三丁目11－１） 
4,260 3.20 

日本マスタートラスト信託

銀行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11－３ 3,861 2.90 

株式会社ＵＦＪ銀行 愛知県名古屋市中区錦三丁目２１－２４ 2,936 2.21 

ユービーエス セキュリテ

ィ－ズ エルエルシー カ

スタマ－ セグリゲィティ

ッド アカウント 

（常任代理人 シティ バン

ク・エヌ・エイ東京支店）  

米国コネチカット州スタンフォード ワ

シントン大通り 

 （東京都品川区東品川二丁目３－１４） 

2,655 1.99 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９－１  2,552 1.92 

ステート ストリート バ

ンク アンド トラスト 

カンパニー５０５２０２

（常任代理人 株式会社み

ずほコーポレート銀行兜町

証券決済業務室）  

独国ミュンヘン市ニンフェンブルグ スト

リート  

 （東京都中央区日本橋兜町６－７） 

2,529 1.90 

 計 －  50,716 38.19 



平成17年10月13日付 

大量保有者 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％） 

モルガン信託銀行株式会社 東京都港区赤坂五丁目２－２０ 5,854 4.40 

ジェー・ピー・モルガン・

インベストメント・マネー

ジメント・インク 

米国ニューヨーク州ニューヨーク

フィフス・アベニュー５２２ 
5,211 3.92 

ジェー・ピー・モルガン・

ホワイトフライヤーズ・イ

ンク 

米国ニューヨーク州ニューヨーク

パーク・アベニュー２７０ 
46 0.03 

ジェー・ピー・モルガン・

アセット・マネジメント

（ユーケー）リミテッド 

英国ロンドン市ロンドン ウォー

ル１２５ 
3 0.00 

ジェー・ピー・モルガン・

セキュリティーズ・リミテ

ッド 

英国ロンドン市ロンドン ウォー

ル１２５ 
0 0.00 

 計   11,116 8.37 



              平成17年10月11日付 

大量保有者 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％） 

モルガン・スタンレー・ 

ジャパン・リミテッド 

ケイマン諸島 グランドケイマン 

ジョージタウン サウスチャーチ 

・ストリート ユグランドハウス

私書箱309号 

261 0.19 

モルガン・スタンレー・ア

ンド・カンパニー・インコ

ーポレーテッド 

米国ニューヨーク州ニューヨーク

ブロードウェイ１５８５ 
292 0.22 

モルガン・スタンレー・ア

ンド・カンパニー・インタ

ーナショナル・リミテッド 

英国ロンドン市カナリーワーフ 

カボットスクウェア２５ 
435 0.32 

エムエスディーダブリュ・

エクイティ－・ファイナン

ス・サービセズⅠ（ケイマ

ン）・リミテッド 

ケイマン諸島 グランドケイマン 

ジョージタウン サウスチャーチ 

・ストリート ユグランドハウス

私書箱309号 

50 0.03 

モルガン・スタンレー・キ

ャピタル（ルクセンブル

グ）エス・エー 

ルクセンブルグ ルー・マティア

ス・ハーズ８－１０ 
204 0.15 

エムエスディーダブリュ・

エクイティ－・ファイナン

シング・サービセズ（ルク

ス）エス・アー・エール・

エル 

ルクセンブルグ ルー・マティア

ス・ハーズ８－１０ 
254 0.19 

モルガン・スタンレー・イ

ンベストメント・マネジメ

ント・リミテッド 

英国ロンドン市カナリーワーフ 

カボットスクウェア２５ 
2,719 2.04 

モルガン・スタンレー・ア

セット・マネジメント投信

株式会社 

東京都渋谷区恵比寿四丁目２０－

３ 
1,120 0.84 

モルガン・スタンレー・イ

ンベストメント・マネジメ

ント・インク 

米国ニューヨーク州ニューヨーク

アメリカアベニュー１２２１ 
1,269 0.95 

モルガン・スタンレー・イ

ンベストメント・アドバイ

ザーズ・インク 

米国ニューヨーク州ニューヨーク

アメリカアベニュー１２２１ 
64 0.04 

 計   6,672 5.02 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式600株（議決権の数6個）を含めて記

載している。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は次のとおりである。 

 （１）役員の異動 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式 

4,166,400 － 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

128,510,300 
1,285,103 同上 

単元未満株式 
普通株式 

123,556 
－ 同上 

発行済株式総数 132,800,256 － － 

総株主の議決権 － 1,285,103 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

栗田工業株式会社 
東京都新宿区西新宿

三丁目４番７号 
4,166,400 － 4,166,400 3.13 

計 － 4,166,400 － 4,166,400 3.13 

月別 平成17年４月 平成17年５月 平成17年６月 平成17年７月 平成17年８月 平成17年９月 

最高（円） 1,707 1,679 1,733 1,800 1,972 2,135 

最低（円） 1,582 1,548 1,599 1,700 1,734 1,947 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏  名 異動年月日 

 （取締役） 

 開発本部長 

 兼 クリタ開発センター長 

 （取締役） 

  開発本部長  

  

    出 口 智 章  平成１７年１０月１日  



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 ただし、 前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 ただし、 前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項の

ただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30

日まで）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中

間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで）の中間財務諸表について、太陽監査法人により中間監査を受けている。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１．現金及び預金     41,914 30,356   30,679

２．受取手形     10,036 9,135   9,958

３．売掛金     44,907 51,795   61,158

４．有価証券     5,202 3,502   2,794

５．たな卸資産     10,571 11,795   8,075

６．繰延税金資産     2,104 2,107   2,038

７．その他     1,220 2,221   1,852

８．貸倒引当金     △129 △124   △156

流動資産合計     115,827 63.8 110,790 57.6   116,400 60.5

Ⅱ 固定資産         

１．有形固定資産         

(1）建物及び構築物   30,795  33,211 31,658  

減価償却累計額   15,928 14,866 16,223 16,988 16,586 15,072

(2）機械装置及び運搬 
具 

  16,315  17,870 17,110  

減価償却累計額   6,341 9,974 7,470 10,399 6,824 10,285

(3）土地     14,376 14,076   14,483

(4）建設仮勘定     1,271 2,401   1,734

(5）その他   10,191  10,321 10,047  

減価償却累計額   7,845 2,346 7,726 2,594 7,768 2,279

有形固定資産合計     42,835 23.6 46,459 24.2   43,855 22.8

２．無形固定資産     3,298 1.8 3,034 1.6   3,180 1.6

３．投資その他の資産         

(1）投資有価証券     14,206 26,587   22,981

(2）繰延税金資産     2,273 1,269   1,775

(3）再評価に係る繰延 
税金資産 

    176 176   176

(4）その他     3,184 4,109   4,194

(5）貸倒引当金     △149 △131   △133

投資その他の資産
合計 

    19,691 10.8 32,011 16.6   28,993 15.1

固定資産合計     65,826 36.2 81,506 42.4   76,028 39.5

資産合計     181,653 100.0 192,297 100.0   192,428 100.0 

          

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１．支払手形     2,494 2,276   1,521

２．買掛金     20,522 22,701   26,642

３．短期借入金     79 80   85

４．未払法人税等     2,853 2,409   3,924

５．前受金     2,904 3,180   942

６．賞与引当金     2,613 2,676   2,060

７．製品保証等引当金     1,058 901   992

８．その他     6,000 8,296   8,297

流動負債合計     38,526 21.2 42,522 22.1   44,465 23.1

Ⅱ 固定負債         

１．長期借入金     292 214   270

２．退職給付引当金     9,107 8,464   8,689

３．役員退職引当金     623 389   704

４．その他     827 829   821

固定負債合計     10,850 6.0 9,897 5.2   10,485 5.4

負債合計     49,376 27.2 52,420 27.3   54,951 28.5

          

（少数株主持分）         

少数株主持分     1,066 0.6 1,197 0.6   1,110 0.6

          

（資本の部）         

Ⅰ 資本金     13,450 7.4 13,450 7.0   13,450 7.0

Ⅱ 資本剰余金     11,409 6.3 11,409 5.9   11,409 5.9

Ⅲ 利益剰余金     110,933 61.1 116,199 60.4   115,318 59.9

Ⅳ 土地再評価差額金     △257 △0.1 379 0.2   △257 △0.1

Ⅴ その他有価証券評価 
差額金 

    1,366 0.7 2,688 1.4   2,067 1.1

Ⅵ 為替換算調整勘定     △868 △0.5 △613 △0.3   △790 △0.4

Ⅶ 自己株式     △4,823 △2.7 △4,835 △2.5   △4,830 △2.5

資本合計     131,210 72.2 138,678 72.1   136,366 70.9

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

    181,653 100.0 192,297 100.0   192,428 100.0 

          



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     71,170 100.0 72,499 100.0   160,896 100.0 

Ⅱ 売上原価     48,040 67.5 50,464 69.6   112,077 69.7

売上総利益     23,130 32.5 22,035 30.4   48,819 30.3

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

          

１．給与諸手当   5,305   5,558 11,850   

２．賞与引当金繰入額   1,489   1,357 1,496   

３．退職給付費用   473   436 894   

４．旅費交通費   1,175   1,252 2,416   

５．研究開発費   2,137   2,107 4,228   

６．その他   6,111 16,692 23.5 6,514 17,227 23.8 11,981 32,867 20.4

営業利益     6,438 9.0 4,807 6.6   15,951 9.9

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息   108   125 211   

２．受取配当金   94   134 145   

３．為替差益   －   96 －   

４．持分法による投資
利益 

  129   116 244   

５．その他   234 567 0.8 273 746 1.0 467 1,068 0.7

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息   17   18 38   

２．たな卸資産売廃棄
損 

  81   － 90   

３．その他   146 245 0.3 68 86 0.1 166 295 0.2

経常利益     6,759 9.5 5,466 7.5   16,725 10.4

Ⅵ 特別利益           

１．投資有価証券売却
益 

  － － － － － － 128 128 0.1

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産売却損 ※１ －   147 －   

２．固定資産除却損 ※２ － － － 64 211 0.3 477 477 0.3

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    6,759 9.5 5,254 7.2   16,376 10.2

法人税、住民税及
び事業税 

  2,849   2,309 6,603   

法人税等調整額 ※３ － 2,849 4.0 － 2,309 3.2 234 6,838 4.3

少数株主利益     76 0.1 90 0.1   154 0.1

  中間（当期）純利
益 

    3,834 5.4 2,855 3.9   9,383 5.8

            



③【中間連結剰余金計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     11,398 11,409   11,398

Ⅱ 資本剰余金増加高       

自己株式処分差益   11 11 － － 11 11

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期
末）残高 

    11,409 11,409   11,409

        

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     108,180 115,318   108,180

Ⅱ 利益剰余金増加高       

１．中間（当期）純利益   3,834 2,855 9,383 

２．持分法適用会社増加によ 
る利益剰余金増加高 

  93 3,927 － 2,855 93 9,476

Ⅲ 利益剰余金減少高       

１．配当金   1,028 1,157 2,185 

２．役員賞与   141 157 148 

３．連結会社増加による利益
剰余金減少高 

  － 14 － 

４．土地再評価差額金取崩額   － 637 － 

５．従業員奨励福利基金   4 1,174 7 1,974 4 2,338

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期
末）残高     110,933 116,199   115,318

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー： 

 

税金等調整前中間
（当期）純利益 

 6,759 5,254 16,376

減価償却費  2,019 2,268 4,361

連結調整勘定償却額   0 △31 △17

持分法による投資利
益 

 △129 △116 △244

退職給付引当金の減
少額 

 △43 △239 △463

賞与引当金の増減額  440 551 △112

貸倒引当金の増減額  △4 △36 5

その他の引当金の増
減額 

 △5 △443 8

受取利息及び受取配
当金 

 △202 △260 △356

その他営業外収益  △182 △230 △345

支払利息  17 18 38

その他営業外費用・
特別損失 

 204 40 224

投資有価証券売却損
益 

 － － △128

有形固定資産売却・
除却損益 

 0 199 472

売上債権の増減額  11,910 10,603 △4,063

たな卸資産の増加額  △3,872 △3,660 △1,375

その他流動資産の増
減額 

 211 351 △440

仕入債務の増減額  △4,763 △3,972 848

前受金の増減額  1,531 2,227 △431

その他流動負債の増
減額 

 △1,258 △923 37

役員賞与の支払額  △80 △95 △138

その他  22 28 69

小計  12,573 11,535 14,323

 



    
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

利息及び配当金の受
取額 

  261 331 424

その他の営業外収入
額 

  173 186 322

利息の支払額   △16 △20 △36

その他の営業外支出
額 

  △227 △67 △257

法人税等の支払額   △3,591 △3,723 △6,479

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  9,172 8,242 8,297

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー： 

  

定期預金等の預入に
よる支出 

  △1,312 △389 △3,518

定期預金等の払戻に
よる収入 

  218 308 1,594

有価証券の取得によ
る支出 

  △999 △5,058 △5,038

有価証券の売却等に
よる収入 

  3,320 4,249 10,008

有形固定資産の取得
による支出 

  △2,984 △4,258 △5,905

有形固定資産の売却
による収入 

  162 57 100

投資有価証券の取得
による支出 

  △136 △2,939 △8,096

投資有価証券の売却
等による収入 

  152 471 546

その他の支出   △579 △527 △829

その他の収入   337 359 468

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △1,820 △7,725 △10,669

 



    
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー： 

 

短期借入金の返済に
よる支出 

 － － △60

長期借入れによる収
入 

 39 － －

長期借入金の返済に
よる支出 

 △59 △42 △125

自己株式の取得・売
却による収支 

 △2 △4 △10

配当金の支払額  △1,027 △1,157 △2,185

少数株主への配当金
の支払額 

 － △55 △42

その他の収入  － 38 －

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,050 △1,221 △2,422

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

 △2 74 22

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額 

 6,299 △629 △4,772

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 35,137 30,365 35,137

Ⅶ 新規連結子会社の現金
及び現金同等物の期首
残高 

 － 310 －

Ⅷ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※ 41,437 30,046 30,365

   



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(1) 連結子会社数  30社 (1) 連結子会社数  34社 (1) 連結子会社数  31社 

子会社のうち、連結の範囲に含

めた主要な会社名は次のとおりで

ある。 

子会社のうち、連結の範囲に含

めた主要な会社名は次のとおりで

ある。 

子会社のうち、連結の範囲に含

めた主要な会社名は次のとおりで

ある。 

 株式会社クリタス 

 栗田エンジニアリング株式会社 

 クリテックサービス株式会社 

 なお、株式の追加取得により子

会社となった理水工業株式会社

を、当中間連結会計期間から連結

の範囲に含めている。      

また、前連結会計年度まで連結子

会社であったクリタ化工株式会社

は清算したため、連結の範囲から

除外している。 

 株式会社クリタス 

 栗田エンジニアリング株式会社 

 クリテックサービス株式会社 

 なお、重要性が増加したため、

４社｛栗田工業（蘇州）水処理有

限公司及び持分法より変更したア

オイ工業株式会社、日本ファイン

株式会社、サン化工株式会社の３

社｝を、当中間連結会計期間から

連結の範囲に含めている。また、

前連結会計年度まで連結子会社で

あったクリタ化成株式会社は清算

したため、連結の範囲から除外し

ている。 

 株式会社クリタス 

 栗田エンジニアリング株式会社 

 クリテックサービス株式会社 

 なお、株式の追加取得により子

会社となったクリタ・ケミカル大

分株式会社、クリタ・ケミカル北

海道株式会社の２社を、当連結会

計年度から連結の範囲に含めてい

る。また、前連結会計年度まで連

結子会社であったクリタ化工株式

会社は清算したため、連結の範囲

から除外している。 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

栗田総合サービス株式会社 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

栗田総合サービス株式会社 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

栗田総合サービス株式会社 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小規

模であり、合計の総資産、売上

高、中間純利益（持分相当額）及

び利益剰余金(持分相当額)等は、

いずれも中間連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないためであ

る。 

（連結の範囲から除いた理由） 

同左 
（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小規

模であり、合計の総資産、売上

高、当期純利益（持分相当額）及

び利益剰余金(持分相当額)等は、

いずれも連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないためである。 



２．持分法の適用に関する事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(1) 持分法を適用した非連結子会社

及び関連会社の数と主要な会社名

は、次のとおりである。 

(1) 持分法を適用した非連結子会社

及び関連会社の数と主要な会社名

は、次のとおりである。 

(1) 持分法を適用した非連結子会社

及び関連会社の数と主要な会社名

は、次のとおりである。 

持分法適用非連結子会社数 

            ４社 

持分法適用非連結子会社数 

            ２社 

持分法適用非連結子会社数 

            ４社 

主要な会社名 

 栗田総合サービス株式会社 

持分法適用関連会社数  ６社 

持分法適用関連会社数  ５社 

主要な持分法適用会社名 

 栗田総合サービス株式会社 

持分法適用関連会社数  ６社 

主要な持分法適用会社名    

 栗田総合サービス株式会社 

主要な会社名 株式会社韓水 

  なお、サン化工株式会社、日本

ファイン株式会社、アオイ工業株

式会社、サンエイ工業株式会社、

三善工業株式会社の５社を、重要

性が増加したため、当中間連結会

計期間から持分法の適用範囲に含

めている。 

  なお、持分法より連結法への変

更により、アオイ工業株式会社等

３社が減少している。 

  なお、サン化工株式会社、日本

ファイン株式会社、アオイ工業株

式会社、サンエイ工業株式会社、

三善工業株式会社の５社を、重要

性が増加したため、当連結会計年

度から持分法の適用範囲に含めて

いる。 

(2) 持分法を適用していない非連結

子会社（株式会社ランドマネジメ

ントほか）及び関連会社（名古屋

理水株式会社ほか）は、それぞれ

中間純利益（持分相当額）及び利

益剰余金（持分相当額）等からみ

て、持分法の対象から除いても中

間連結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても重

要性がないため、持分法の適用範

囲から除外している。 

(2)持分法を適用していない非連結子

会社及び関連会社（名古屋理水株

式会社ほか）は、それぞれ中間純

利益（持分相当額）及び利益剰余

金（持分相当額）等からみて、持

分法の対象から除いても中間連結

財務諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性が

ないため、持分法の適用範囲から

除外している。 

(2) 持分法を適用していない非連結

子会社及び関連会社｛栗田工業

（蘇州）水処理有限公司ほか｝

は、それぞれ当期純利益（持分相

当額）及び利益剰余金（持分相当

額）等からみて、持分法の対象か

ら除いても連結財務諸表に及ぼす

影響が軽微であり、かつ、全体と

しても重要性がないため、持分法

の適用範囲から除外している。 

(3) 持分法適用会社のうち、中間決

算日が中間連結決算日と異なる会

社については、各社の各中間会計

期間に係る中間財務諸表を使用し

ている。 

(3)      同左 (3) 持分法適用会社のうち、決算日

が連結決算日と異なる会社につい

ては、各社の各事業年度に係る財

務諸表を使用している。 



３．連結子会社の中間決算日（決算日）等に関する事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 連結子会社のうち、クリタ（シ

ンガポール）Pte.Ltd.、クリタ・

ド・ブラジルLtda.、クリタ（アメ

リカ）Inc.、クリテック・ヨーロ

ッパG.m.b.H.、クリタ・ヨーロッ

パG.m.b.H.、クリタ・ウォーター

（マレーシア）Sdn.Bhd.、クリタ

（タイワン）Co.,Ltd.、クリタ－ 

GKケミカルCo.,Ltd.、栗田工業

（大連）有限公司、P.T.クリタ・

インドネシア、韓水テクニカルサ

ービス㈱、クリテック・シンガポ

ールPte.Ltd.及び栗田超純水設備

（上海）有限公司の中間決算日

は、平成16年６月30日である。中

間連結財務諸表の作成に当たって

は、同決算日現在の財務諸表を使

用している。ただし、平成16年７

月１日から中間連結決算日平成16

年９月30日までの期間に発生した

重要な取引については、連結上必

要な調整を行っている。 

 連結子会社のうち、クリタ（シ

ンガポール）Pte.Ltd.、クリタ・

ド・ブラジルLtda.、クリタ（アメ

リカ）Inc.、クリテック・ヨーロ

ッパG.m.b.H.、クリタ・ヨーロッ

パG.m.b.H.、クリタ・ウォーター

（マレーシア）Sdn.Bhd.、クリタ

（タイワン）Co.,Ltd.、クリタ

－ GKケミカルCo.,Ltd.、栗田工業

（大連）有限公司、P.T.クリタ・

インドネシア、韓水テクニカルサ

ービス㈱、クリテック・シンガポ

ールPte.Ltd.、栗田工業（蘇州）

水処理有限公司及び栗田超純水設

備（上海）有限公司の決算日は、

平成17年６月30日である。中間連

結財務諸表の作成に当たっては、

同決算日現在の財務諸表を使用し

ている。ただし、平成17年７月１

日から中間連結決算日平成17年９

月30日までの期間に発生した重要

な取引については、連結上必要な

調整を行っている。 

 連結子会社のうち、クリタ（シ

ンガポール）Pte.Ltd.、クリタ・

ド・ブラジルLtda.、クリタ（アメ

リカ）Inc.、クリテック・ヨーロ

ッパG.m.b.H.、クリタ・ヨーロッ

パG.m.b.H.、クリタ・ウォーター

（マレーシア）Sdn.Bhd.、クリタ

（タイワン）Co.,Ltd.、クリタ－

GKケミカルCo.,Ltd.、栗田工業

（大連）有限公司、P.T.クリタ・

インドネシア、韓水テクニカルサ

ービス㈱、クリテック・シンガポ

ールPte.Ltd.及び栗田超純水設備

（上海）有限公司の決算日は、平

成16年12月31日である。連結財務

諸表の作成に当たっては、同決算

日現在の財務諸表を使用してい

る。ただし、平成17年１月１日か

ら連結決算日平成17年３月31日ま

での期間に発生した重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を行

っている。 



４．会計処理基準に関する事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

  償却原価法（定額法） 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

① 有価証券 

  

  

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

① 有価証券 

  

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

② たな卸資産 

 主として移動平均法による原

価法 

 ただし、仕掛品は主として個

別法による原価法 

② たな卸資産 

同左 

② たな卸資産 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

① 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は定

率法、在外連結子会社は定額法

を採用している。ただし、当社

及び国内連結子会社は、平成10

年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）並びに

当社が客先に設置している超純

水等の供給用設備については定

額法を採用している。なお、主

な耐用年数は以下のとおりであ

る。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

① 有形固定資産 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

① 有形固定資産 

同左 

 建物及び構築物 

２～65年 

  

  

  

  

 機械装置及び運搬具 

２～13年 

  

  

  

  

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 賞与引当金 

 当社及び国内連結子会社は、

従業員の賞与支給に備えるた

め、支給見込額基準により計上

している。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 賞与引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 賞与引当金 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

② 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当社及び国内連結子会社は

当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計期間

末において発生していると認め

られる額を計上している。 

 なお、数理計算上の差異は、

１～２年による按分額をその発

生時の連結会計年度から費用処

理することとしている。 

② 退職給付引当金 

同左 

② 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当社及び国内連結子会社は

当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上している。 

 なお、数理計算上の差異は、

１～２年による按分額をその発

生時の連結会計年度から費用処

理することとしている。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理している。なお、在外

子会社等の資産及び負債は、当

該子会社等の中間決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額は

少数株主持分及び資本の部にお

ける為替換算調整勘定に含めて

計上している。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

同左 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理している。なお、在外

子会社等の資産及び負債は、当

該子会社等の決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は少数

株主持分及び資本の部における

為替換算調整勘定に含めて計上

している。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、主として通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっ

ている。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

(6) 消費税等の会計処理方法 

 税抜方式を採用している。 

(6) 消費税等の会計処理方法 

同左 

(6) 消費税等の会計処理方法 

同左 



５．中間連結キャッシュ・フロー計算書（連結キャッシュ・フロー計算書）における資金の範囲 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、原則として価値の変動

について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３か月以内に満期又

は償還期限の到来する短期投資か

らなっている。 

同左         同左 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── 

  

（固定資産の減損に係る会計基

準） 

 当中間連結会計期間より、固定

資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日）

を適用している。これによる損益

に与える影響はない。 

────── 

  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間に区分掲記した営業外費用の

「固定資産除却損」は、金額僅少のため営業外費用の

「その他」に含めて表示することに変更した。 

 なお、当中間連結会計期間の「その他」に含まれて

いる「固定資産除却損」は16百万円である。 

（中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において営業外収益の「その

他」に含めて表示した「為替差益」は、営業外収益の

合計額の100分の10を超えることとなったため、区分掲

載することに変更した。 

 なお、前中間連結会計期間における「為替差益」は

51百万円である。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

  債務保証   債務保証   債務保証 

従業員の住宅建設資金

の借入金に対する保証 
27百万円

従業員の住宅建設資金

の借入金に対する保証 
  14百万円

従業員の住宅建設資金

の借入金に対する保証 
  19百万円

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．   ────── ※１．固定資産売却損は建物及び構

築物118百万円、機械装置及び

運搬具22百万円、その他6百万

円である。 

※１．   ────── 

※２．   ────── ※２．固定資産除却損は建物及び構

築物36百万円、機械装置及び

運搬具4百万円、その他24百万

円である。 

※２．固定資産除却損は建物及び構

築物50百万円、機械装置及び

運搬具374百万円、その他51百

万円である。 

※３．当中間期における税金費用に

ついては、簡便法による税効果

会計を適用しているため、法人

税等調整額は「法人税、住民税

及び事業税」に含めて表示して

いる。 

※３．    同左 ※３．   ────── 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

    （平成16年９月30日現在） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

    （平成17年９月30日現在）

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

    （平成17年３月31日現在）

  (百万円)

現金及び預金勘定 41,914 

預入期間が３か月を

超える定期預金等 
△477 

現金及び現金同等物 41,437 

  (百万円)

現金及び預金勘定 30,356 

預入期間が３か月を

超える定期預金等 
△309 

現金及び現金同等物 30,046 

  (百万円)

現金及び預金勘定 30,679 

預入期間が３か月を

超える定期預金等 
△313 

現金及び現金同等物 30,365 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万
円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万
円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万
円) 

機械装置
及び運搬
具 

202 104 97 

その他 1,177 610 566 

合計 1,380 715 664 

  

取得価
額相当
額 
(百万
円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万
円) 

中間期
末残高
相当額
(百万
円) 

機械装置
及び運搬
具 

323 129 193

その他 1,222 688 534

合計 1,545 818 727

取得価
額相当
額 
(百万
円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万
円) 

期末残
高相当
額 
(百万
円) 

機械装置
及び運搬
具 

332 116 215

その他 1,239 661 578

合計 1,572 777 794

 （注）取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定している。 

同左  （注）取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してい

る。 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 285百万円 

１年超 378 

合計 664 

１年内    288百万円 

１年超 439 

合計 727 

１年内    303百万円 

１年超 490 

合計 794 

 （注）未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

いる。 

同左  （注）未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定している。 

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 168百万円 

減価償却費相当額 168 

支払リース料 160百万円 

減価償却費相当額 160 

支払リース料 338百万円 

減価償却費相当額 338 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっている。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 55百万円 

１年超 68 

合計 123 

１年内   114百万円 

１年超 178 

合計 293 

１年内    78百万円 

１年超 101 

合計 180 



（有価証券関係） 

 前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容 

 当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1) 株式 6,006 8,294 2,287 

(2) 債券       

国債・地方債 2,400 2,400 0 

社債 3,300 3,304 4 

その他 － － － 

(3) その他 － － － 

合計 11,707 13,999 2,292 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

 その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 3,081 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1) 株式 8,046 12,566 4,520 

(2) 債券       

国債・地方債 4,000 3,998 △2 

社債 5,126 5,111 △14 

その他 2,999 2,999 △0 

(3) その他 － － － 

合計 20,172 24,676 4,503 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

 その他有価証券   

非上場株式 3,083 



 前連結会計年度末（平成17年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

（前中間連結会計期間末）（平成16年９月30日現在） 

 該当事項なし。 

（当中間連結会計期間末）（平成17年９月30日現在） 

 該当事項なし。 

（前連結会計年度末）（平成17年３月31日現在） 

 該当事項なし。 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1) 株式 6,793 10,243 3,449 

(2) 債券       

国債・地方債  2,399 2,401 1 

社債 5,697 5,695 △1 

その他 1,999 1,999 0 

(3) その他 － － － 

合計 16,891 20,340 3,449 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

 その他有価証券   

非上場株式 3,082 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

当社グループの主な事業内容は、水処理に関する薬品類の製造販売と水処理に関する装置・施設類の製造販

売である。従って、事業区分は製品の系列を考慮し、水処理薬品事業と水処理装置事業の２つに区分してい

る。 

  
水処理薬品事
業（百万円） 

水処理装置事
業（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

    (1)外部顧客に対する売上高 24,760 46,409 71,170 － 71,170 

    (2)セグメント間の内部売上

  高又は振替高 
40 351 392 (392) － 

計 24,800 46,761 71,562 (392) 71,170 

営業費用 20,849 44,268 65,117 (385) 64,732 

営業利益 3,951 2,493 6,444 (6) 6,438 

  
水処理薬品事
業（百万円） 

水処理装置事
業（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

    (1)外部顧客に対する売上高 26,521 45,978 72,499 － 72,499 

    (2)セグメント間の内部売上

  高又は振替高 
170 215 386 (386) － 

計 26,692 46,194 72,886 (386) 72,499 

営業費用 22,683 45,393 68,077 (384) 67,692 

営業利益 4,008 800 4,809 (1) 4,807 

  
水処理薬品事
業（百万円） 

水処理装置事
業（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

    (1)外部顧客に対する売上高 50,637 110,259 160,896 － 160,896 

    (2)セグメント間の内部売上

  高又は振替高 
199 681 881 (881) － 

計 50,837 110,941 161,778 (881) 160,896 

営業費用 43,403 102,425 145,829 (883) 144,945 

営業利益 7,433 8,515 15,949 1 15,951 



２．各区分に属する主要な製品 

３．前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項

目に含めた配賦不能営業費用はない。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成17年４月１

日 至平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）における本邦の

売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略している。 

【海外売上高】 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度によって区分している。 

    ２．各区分に属する主な国又は地域は以下のとおりである。 

        アジア   : 韓国、中国、台湾、シンガポール、インドネシア、タイ 

        北アメリカ : アメリカ 

        ヨーロッパ : ドイツ 

        その他の地域: ブラジル 

    ３. 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

事業区分 主要製品 

水処理薬品事業 

ボイラ水系処理剤、冷却水系処理剤、空調関係水処理剤、排水処理剤、土木建築関連処理剤、石

油化学・紙パルプ等の製造プロセス処理剤、ダイオキシン処理剤・除去システム、メンテナン

ス・サービス 

水処理装置事業 

超純水製造装置、用水処理装置、排水処理装置、規格型水処理装置、化学洗浄工事、精密洗浄、

土壌浄化システム、下水道終末処理施設、汚泥再生処理センター、海水淡水化施設、レジャープ

ール、水処理施設の運転・維持管理等のメンテナンス・サービス 

     前中間連結会計期間（自平成16年4月1日 至平成16年9月30日)  

 アジア 北アメリカ ヨーロッパ その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 8,942 199 567 629 10,338 

Ⅱ 連結売上高(百万円) － － － － 71,170 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の 

  割合（％） 12.5 0.3 0.8 0.9 14.5 

     当中間連結会計期間（自平成17年4月1日 至平成17年9月30日)  

 アジア 北アメリカ ヨーロッパ その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 5,704 1,004 613 729 8,051 

Ⅱ 連結売上高(百万円) － － － － 72,499 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の 

  割合（％） 7.9 1.4 0.8 1.0 11.1 

     前連結会計年度（自平成16年4月1日 至平成17年3月31日)  

 アジア 北アメリカ ヨーロッパ その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 18,966 979 1,015 1,440 22,402 

Ⅱ 連結売上高(百万円) － － － － 160,896 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の 

  割合（％） 11.8 0.6 0.6 0.9 13.9 



（１株当たり情報） 

（注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

（重要な後発事象） 

 該当事項なし。 

(2）【その他】 

 該当事項なし。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,019.97円 

１株当たり中間純利

益金額 
29.82円 

１株当たり純資産額  1,078.09円 

１株当たり中間純利

益金額 
   22.20円 

１株当たり純資産額 1,058.90円 

１株当たり当期純利

益金額 
   71.76円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載していな

い。 

  同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載していな

い。 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

中間（当期）純利益（百万円） 3,834 2,855 9,383 

普通株主に帰属しない金額（百万円) ― ― 153 

（うち利益処分による役員賞与金） （―） （―） (153)  

普通株式に係る中間（当期）純利益 

(百万円) 
3,834 2,855 9,229 

期中平均株式数(株) 128,591,723 128,635,091 128,615,153 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   36,538   23,671 25,212   

２．受取手形   8,244   7,423 8,352   

３．売掛金   36,638   41,995 52,330   

４．有価証券   5,102   3,401 2,702   

５．たな卸資産   8,831   8,566 5,596   

６．その他   2,266   3,280 2,933   

７．貸倒引当金   △64   △47 △76   

流動資産合計     97,557 60.7 88,292 53.1   97,053 57.3

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1) 建物   10,557   11,944 10,408   

(2) 機械及び装置   8,289   8,712 8,676   

(3) 土地   12,970   12,553 12,970   

(4) その他   2,919   4,564 3,477   

有形固定資産合計   34,736   37,775 35,531   

２．無形固定資産   2,453   2,216 2,327   

３．投資その他の資産           

(1) 投資有価証券   15,729   28,025 24,396   

(2) その他   10,285   9,943 10,153   

(3) 貸倒引当金   △125   △106 △108   

投資その他の資産
合計 

  25,890   37,863 34,442   

固定資産合計     63,080 39.3 77,854 46.9   72,301 42.7

資産合計     160,638 100.0 166,147 100.0   169,355 100.0 

            

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   18,177   19,033 23,330   

２．未払法人税等   1,818   1,368 2,629   

３．前受金   2,532   1,684 401   

４．賞与引当金   1,522   1,560 1,276   

５．製品保証等引当金   1,051   873 971   

６．その他   8,479   9,806 9,781   

流動負債合計     33,581 20.9 34,325 20.7   38,390 22.7

 



    
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金   16   14 14   

２．退職給付引当金   7,449   6,909 7,154   

３．役員退職引当金   399   291 450   

４．その他   735   748 754   

固定負債合計     8,599 5.4 7,962 4.8   8,373 4.9

負債合計     42,181 26.3 42,288 25.5   46,764 27.6

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     13,450 8.4 13,450 8.1   13,450 7.9

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金   11,409   11,409 11,409   

資本剰余金合計     11,409 7.1 11,409 6.8   11,409 6.7

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金   2,919   2,919 2,919   

２．任意積立金   90,563   95,449 90,563   

３．中間（当期）未処
分利益 

  3,843   2,462 7,295   

利益剰余金合計     97,326 60.6 100,830 60.7   100,778 59.5

Ⅳ 土地再評価差額金     △257 △0.2 379 0.2   △257 △0.1

Ⅴ その他有価証券評価
差額金 

    1,351 0.8 2,623 1.6   2,040 1.2

Ⅵ 自己株式     △4,823 △3.0 △4,835 △2.9   △4,830 △2.8

資本合計     118,457 73.7 123,858 74.5   122,590 72.4

負債及び資本合計     160,638 100.0 166,147 100.0   169,355 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     50,952 100.0 49,903 100.0   119,175 100.0 

Ⅱ 売上原価     35,111 68.9 35,969 72.1   85,251 71.5

売上総利益     15,840 31.1 13,934 27.9   33,924 28.5

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    12,185 23.9 12,002 24.0   23,904 20.1

営業利益     3,655 7.2 1,932 3.9   10,020 8.4

Ⅳ 営業外収益 ※１   1,139 2.2 1,494 3.0   2,452 2.0

Ⅴ 営業外費用     204 0.4 76 0.2   280 0.2

経常利益     4,590 9.0 3,350 6.7   12,193 10.2

Ⅵ 特別利益     － － － －   252 0.2

Ⅶ 特別損失     － － 177 0.3   443 0.3

税引前中間（当
期）純利益 

    4,590 9.0 3,173 6.4   12,002 10.1

法人税、住民税及
び事業税 

  1,830   1,240 4,724   

法人税等調整額 ※２ － 1,830 3.6 － 1,240 2.5 △90 4,633 3.9

中間（当期）純利
益 

    2,760 5.4 1,933 3.9   7,369 6.2

前期繰越利益     1,083 1,166   1,083 

土地再評価差額金
取崩額 

    － △637   － 

中間配当額     － －   1,157 

中間（当期）未処
分利益 

    3,843 2,462   7,295 

            



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法) 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

  

  

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

  

  

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2) たな卸資産 

評価基準：原価基準 

評価方法： 

製品  移動平均法 

原材料 移動平均法 

仕掛品 個別法 

(2) たな卸資産 

同左 

(2) たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

 定率法を採用している。た

だし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設

備を除く）並びに客先に設置

している超純水等の供給用設

備については定額法を採用し

ている。なお、主な耐用年数

は以下のとおりである。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

    同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

 建物     ２～65年 

 機械及び装置 ２～13年 

  

  

  

(2) 無形固定資産 

 定額法を採用している。た

だし、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用している。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒れによる

損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額

を計上している。 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備える

ため、支給見込額基準により

計上している。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

(3) 製品保証等引当金 

 完成した工事の保証に備え

るため、見積保証額基準によ

り計上している。 

(3) 製品保証等引当金 

同左 

(3) 製品保証等引当金 

同左 

(4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間期末におい

て発生していると認められる

額を計上している。 

 なお、数理計算上の差異

は、発生した期に費用処理す

ることとしている。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

(4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上している。 

 なお、数理計算上の差異

は、発生した期に費用処理す

ることとしている。 

(5) 役員退職引当金 

 役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規による当期

末における必要見込額に基づ

き、当中間期末において発生

していると認められる額を計

上している。 

(5) 役員退職引当金 

同左 

(5) 役員退職引当金 

 役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく当

期末必要額の100％を計上して

いる。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

期末日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理している。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

同左 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理している。 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

５．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っている。 

５．リース取引の処理方法 

同左 

５．リース取引の処理方法 

同左 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理方法 

税抜方式を採用している。 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理方法 

同左 

６．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理方法 

同左 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── 

  

（固定資産の減損に係る会計基

準） 

 当中間会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用

している。これによる損益に与え

る影響はない。 

────── 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間貸借対照表） 

 前中間会計期間まで有形固定資産の「その他」に含

めて表示していた「機械及び装置」は、資産の総額の

100分の5を超えることとなったため、区分掲記するこ

とに変更した。 

 なお、前中間会計期間の「その他」に含まれている

「機械及び装置」は5,827百万円である。 

 ────── 

  

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

25,250百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

      25,639百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

      25,872百万円 

２．債務保証 ２．債務保証 ２．債務保証 

従業員の住宅建設資金の借入金

に対する保証 

24百万円

従業員の住宅建設資金の借入金

に対する保証 

  14百万円

従業員の住宅建設資金の借入金

に対する保証 

  19百万円

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 

受取利息 137百万円

受取配当金  545 

受取利息    146百万円

受取配当金  787 

受取利息    271百万円

受取配当金 1,211 

※２．当中間期における税金費用につ

いては、簡便法による税効果会

計を適用しているため、法人税

等調整額は「法人税、住民税及

び事業税」に含めて表示してい

る。 

※２．     同左 ※２．   ──────     

３．減価償却実施額 ３．減価償却実施額 ３．減価償却実施額 

有形固定資産 1,221百万円

無形固定資産  317 

有形固定資産   1,394百万円

無形固定資産  332 

有形固定資産  2,667百万円

無形固定資産  641 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万
円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万
円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万
円) 

機械及び
装置 

－ － － 

その他 1,029 509 519 

合計 1,029 509 519 

  

取得価
額相当
額 
(百万
円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万
円) 

中間期
末残高
相当額
(百万
円) 

機械及び
装置 

113 12 101

その他 1,157 663 494

合計 1,270 675 595

取得価
額相当
額 
(百万
円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万
円) 

期末残
高相当
額 
(百万
円) 

機械及び
装置 

113 6 107

その他 1,161 619 541

合計 1,274 625 648

（注）取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定している。 

同左 （注）取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してい

る。 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 216百万円

１年超 303 

合計 519 

１年内    228百万円

１年超 366 

合計 595 

１年内 238百万円

１年超 410 

合計 648 

（注）未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

いる。 

同左 （注）未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定している。 

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 118百万円

減価償却費相当額 118 

支払リース料 128百万円

減価償却費相当額 128 

支払リース料 242百万円

減価償却費相当額 242 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっている。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 2百万円

１年超 2 

合計 5 

１年内 7百万円

１年超 10 

合計 18 

１年内  3百万円

１年超 4 

合計 7 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはない。 

（１株当たり情報） 

（注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

（重要な後発事象） 

 該当事項なし。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 920.83円 

１株当たり中間純利

益金額 
21.46円 

１株当たり純資産額 962.88円 

１株当たり中間純利

益金額 
15.03円 

１株当たり純資産額    952.33円 

１株当たり当期純利

益金額 
56.63円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載していな

い。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載していな

い。 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

中間（当期）純利益（百万円） 2,760 1,933 7,369 

普通株主に帰属しない金額（百万円) ― ― 85 

（うち利益処分による役員賞与金） （―） （―）  （85） 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

(百万円) 
2,760 1,933 7,284 

期中平均株式数（株） 128,591,723 128,635,091 128,615,153 



(2）【その他】 

 平成17年10月31日開催の取締役会において、当社定款第34条の規定に基づき、平成17年９月30日最終の株主名

簿及び実質株主名簿に記載又は記録されている株主又は登録質権者に対し、商法第293条ノ５の規定に基づく金

銭の分配（中間配当）を次のとおり行う旨決議した。 

１．中間配当金の総額                 1,414百万円 

２．１株当たりの金額                  11円00銭 

３．支払請求権の効力発生日及び支払開始日    平成17年12月６日 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第69期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項なし。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成１６年１２月２０日

栗田工業株式会社     

  取締役会 御中   

  太陽監査法人   

  
代 表  社 員
業務執行社員

公認会計士 梶川 融  印 

  
代 表  社 員
業務執行社員

公認会計士 新村 実  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている栗田

工業株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月

１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等と中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、栗田工業株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は署名捺印された監査報告書の原本の記載事項を電子データ化したものであり、当該原本は連結財務諸表

（財務諸表）に添付される形で当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成１７年１２月２０日

栗田工業株式会社     

  取締役会 御中   

  太陽監査法人   

  
代 表  社 員
業務執行社員

公認会計士 梶川 融  印 

  
代 表  社 員
業務執行社員

公認会計士 新村 実  印 

  業務執行社員 公認会計士 桐川 聡  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている栗田

工業株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月

１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、栗田工業株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から固

定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は署名捺印された監査報告書の原本の記載事項を電子データ化したものであり、当該原本は連結財務諸表

（財務諸表）に添付される形で当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成１６年１２月２０日

栗田工業株式会社     

  取締役会 御中   

  太陽監査法人   

  
代 表  社 員
業務執行社員

公認会計士 梶川 融  印 

  
代 表  社 員
業務執行社員

公認会計士 新村 実  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている栗田

工業株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第６９期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月

１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等と中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、栗田工業株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月

１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は署名捺印された監査報告書の原本の記載事項を電子データ化したものであり、当該原本は連結財務諸表

（財務諸表）に添付される形で当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成１７年１２月２０日

栗田工業株式会社     

  取締役会 御中   

  太陽監査法人   

  
代 表  社 員
業務執行社員

公認会計士 梶川 融  印 

  
代 表  社 員
業務執行社員

公認会計士 新村 実  印 

  業務執行社員 公認会計士 桐川 聡  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている栗田

工業株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第７０期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月

１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、栗田工業株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月

１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の

減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は署名捺印された監査報告書の原本の記載事項を電子データ化したものであり、当該原本は連結財務諸表

（財務諸表）に添付される形で当社が別途保管しております。 
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